
2

月例セミナー（175回）

今後の医療関連サービス事業の課題と展望
～平成21年度医療関連サービス実態調査から読み取る～

髙木　安雄
慶應義塾大学大学院　健康マネジメント研究科　教授

講 師 経 歴

■ 最終学歴
　1973年（昭和48年） 　3月　千葉大学教育学部卒業

■ 職　　歴
　1973年（昭和48年） 　4月　（株）社会保険研究所入社、

｢社会保険旬報｣編集部勤務　厚生省専門誌記者クラブ所属
　1990年（平成2年） 　10月　特殊法人・社会保障研究所入所、

調査部研究員、同主任研究員（1991年）、調査部長（1993年）
　1996年（平成8年） 　  4月　仙台白百合女子大学人間学部　人間生活学科教授
　2000年（平成12年）　 4月　日本福祉大学経済学部経営開発学科教授
　2001年（平成13年） 　4月　九州大学大学院医学研究院医療経営・管理学講座教授
　2005年（平成17年）　 4月　慶應義塾大学大学院　健康マネジメント研究科教授

■ 賞　　罰
　1987年（昭和62年） 　7月　第一回吉村賞（吉村記念厚生政策研究助成基金）受賞

■ 主な著書
　『医者の患者の経済学』1983年、勁草書房
　『社会保障の財源政策』（共著）1993年、東大出版会
　『医療保障と医療費』（共著）1995年、東大出版会等。
　『高齢者ケアをどうするか：先進国の悩みと日本の選択』（監訳）2002年、中央法規出版

■ 学　　会
　日本医療・病院管理学会、老年社会科学会、生活経済学会、医療経済学会等。

■ 専門分野
　医療保障論、医療政策論、医療経営論、高齢者ケア論。

髙木　安雄
（たかぎ　やすお）

慶應義塾大学大学院
健康マネジメント研究科　教授



3

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
髙
木
講
師
）

委託率の推移とサービスの満足度

医療関連サービスと実態調査
医療関連サービスとは、医療行為以外の周辺

病院業務を外注したものです。様々な目的から
外注が行われ、サービスの質の向上やコスト削
減を含めた効率的な経営が行われています。と
ころが、医療関連サービス振興会で行っている
サービスマーク制度も一つの参入規制ではない
かという議論が以前からあります。そこで、サー
ビスマーク制度の対象業種と、サービスマーク
制度がない業種とを併せて調査しました。具体
的には、検体検査、滅菌消毒、患者給食など、サー
ビスマーク制度にあるものと、普及率は高いけ
れど、サービスマーク制度がない医療廃棄物や
在宅医療サポートといったものを含めて調査し
ています。（資料1）

病院と事業所の調査を行い、病院は資料2に
あるように、960の病院で行われています。この
後、結果をみていきます。その中で重要なのは、
国・公立の外注委託率が高い一方、医療法人や
個人病院がわが国では6割ほどを占めているた

はじめに

ただいまご紹介いただきました髙木です。新
しい政権の始まりとともに、医師同士や医師と
看護師といった旧来の職種のあり方が見直さ
れようとしているのです。特に、2年後の介護報
酬と診療報酬の同時改定に向けて、在宅医療を
進めるためには、在宅医療や訪問看護、訪問リ
ハビリテーションのスタッフに関して、もっと
自由にやらせようという動きが出てくるので
はないかと思います。どう決着するかはわかり
ませんが、従来の制度のもとでの業務範囲が、
今大きく変ろうとしていることは事実です。そ
ういう意味では、政権交代は楽しいものだと思
います。

今日は3年ぶりに医療サービス振興会が実施
した医療関連サービスの実態調査の結果をご紹
介します。報告書はすでにできていますので、
それに対するコメントの部分は、報告書とは別
の私の個人的な見解ですが、これから医療関連
サービスはどこに行くかということをお話しし
て、私の責任を果たしたいと思っています。

資料 1
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ればサービスの委託もないわけで、対象とする
患者さんがいるかどうかがポイントです。そう
すると、大きな病院は地域の小さな病院に任せ
てしまうため、在宅酸素の供給を行っている病
院を100とすると、実は委託率は9割くらいにな
ります。全体の病院に対する委託率は48％です
が、在宅酸素が必要となる患者に対して医療
サービスを行っているところでの委託率はもっ
と高くなります。

同様に、在宅医療サポート、要するに自分の
病院から在宅酸素以外の在宅医療の患者をサー
ビスしているところを対象とすると、実はここ
の数字では10.1％の委託率になりますが、これ
が64％という高い値になります。在宅や、その
ような患者を抱えるところにとっては、必要な
サービスとして存在しているということです。
これが医療関連サービスの議論の難しいところ
で、普遍的なサービスと自分の病院が抱える患
者に対する医療関連サービスの委託というの
は、実は同じではないということをご理解いた
だきたいと思います。

現在、医療関連サービス振興会に登録してい
る事業者、サービスマークの事業者は約2500事
業者あります。その中で一番数が多いのが、院
内清掃の1400事業者です。パーセントでいうと
55％と、圧倒的に多いのです。患者給食でみて

め、数からいえばこちらが多くなっていること
です。ただ、医療法人や個人病院は数が多い反
面、病床数が少なく、グロスでみると、やはり国・
公立というのは大きい病院が多いことが分かり
ます。これが医療サービスを考えるときの基本
的な要素となります。つまり、医療関連サービ
スが開設主体で委託が行われるのか、規模で行
われるのか。この見極めは非常に重要なところ
となります。それについて、この後、詳しくみ
ていきたいと思います。（資料2）

調査結果をみると、委託率がもっとも高いの
は、寝具類洗濯や医療廃棄物処理、検体検査と
なっています。これらは、成熟した医療関連サー
ビスと、これから伸びていく分野に分けられま
す。例えば、患者給食は成熟に近付いています
が、在宅酸素供給装置保守点検や院内情報コン
ピュータシステム、医療事務、滅菌消毒が、今
成長のカーブに乗っていて、この後、成熟に近
づくかどうかがポイントになるわけです。

様々な医療関連サービスがあり、そのあたり
の見極めが難しいのですが、例えば、在宅酸素
供給装置の保守点検、つまり在宅酸素に関わる
ものを委託しているところは48％の数字が載っ
ていて、どんどん成熟期の方に来ようとしてい
ます。しかし、その在宅酸素供給装置の保守点
検も、そもそもそれにふさわしい患者がいなけ

資料 2
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も７％、数では172事業者です。寝具類洗濯で
227の事業者があり、全体の9％となっていま
す。滅菌消毒は、院内の滅菌消毒と院外の滅菌
消毒の2つでサービスマークをつくっています
が、併せても3％足らずで、非常に少量多品種
です。

日頃から医療関連サービスというのは非常に
掴みづらいと私は、思っています。患者搬送を
みても、サービスマークを取っているのは、わ
ずか5つの事業所に過ぎま
せん。そういう点では、院
内清掃は、地場で病院の清
掃を医療関連サービスと
して行っているのが圧倒
的多数であることを頭の
中に入れておいていただ
きたい。（資料3）

委託率の推移と
統計的検定

資料4は、先ほどみた委
託率を3年前の委託率と比
べたものです。幾つか下
がっているものもありま
すが、伸びているのもあり
ます。特に下がっているの
は、滅菌消毒、医療事務、
医療情報サービスで、伸び
ているのは、患者給食60.5
から62.3、院内医療機器保
守点検などもわずかです
が伸びており、全体的には
横ばい、もしくはダウンし
ているのが幾つかあると
いうことで、医療関連サー
ビスは、かつての高度成長
とは違う、3年の変化でみ
ると、ほぼ横ばいの状況と
思っています。（資料4）

資料 3

資料 4
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と思っています。このような委託率は、病床規
模との関連が高くなっています。また、院内物
品管理も、100床未満の病院では委託率は7％で、
500床以上になると、7割近くになります。医療
事務も当然で、やはり大規模化する中で、委託
という医療関連サービスによる効率化が求めら
れるわけです。（資料6）

次に、平成18年度と平成21年度の調査の両方
に該当した273施設の中で前回同様に継続した
ところ、新規で委託したところ、中止したとこ
ろにわけて、滅菌消毒、医療事務、医療情報サー
ビスという3つについて再集計をしました。そ
の結果、一つの傾向が明らかになりました。

まず、滅菌消毒では開設主体は医療法人では
新規で12でしたが、中止も27と大きくなってい
ます。次に規模では、当然ながら医療法人は小
さいため、止めたところ
も9、新規も9でした。20 ～
49床のところでは、止めた
と こ ろ が10、新 規 が3で、
医療法人では継続したと
ころがある一方、止めたと
ころもあり、9の新規が発
生しているという形です。

つまり、医療法人におけ
る医療関連サービスは、新
規や中止が多く、国・公立
は、一度ビルトインされる
と、大きいがゆえにそう簡
単に外注を切ることもで
きないといった構造が浮
かび上がります。（資料5）

先ほどみたように、成熟
期にある業種として、寝
具類洗濯、医療廃棄物処
理、検体検査が挙げられま
す。しかし、成長期にある
業種では、患者給食が少し
伸びていますが、それ以外
の医療事務や在宅酸素供
給装置保守点検、滅菌消毒
あたりは、まだ伸び悩んで
います。院内物品管理に関
しては、平成18年度の調査
では、3.5ポイント伸び、今
回も0.7ポイント伸びてい
ます。この後でもまた触れ
ますが、この院内物品管理
は、病院の中で一つの成長
として見ることができる

資料 5

資料 6
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マネジメントを病院の中で育てようというマイ
ンドが希薄だからだと思います。医療事務の管
理部門の人たちを養成するマインドを持った医
療機関がまだまだ少ない。その裏返しとして、
困ったときにはすぐにコンサルタントに頼むと
いう形になっています。それ自体、悪いとは思
いませんが、総合的な戦略を考える人材教育が
まだ病院では行われていないということを強調
したいと思います。（資料8）

属性別にみた各種医療関連サービスの委託率
先ほどみた委託率を、開設主体別、病床規模

別に分け、病床規模との連携の強さをあらわし
てみました。寝具類洗濯から在宅酸素供給装置
保守点検までみても、500床以上になると100％
のものもあり、一番割合が低いところでも他の
病床数の数字よりは高くなっています。（資料7）

同じように、院内情報コンピュータシステム
からみると、一番委託率が高いのは500床以上
ときれいに並んでいます。
また、開設主体では、国・
公立。患者搬送などは全体
の委託率が低いので、特化
した特別な医療機関、私的
な医療機関が利用してい
るということです。全体が
8.5％なので、ごく小さい分
野でみると、かなり先駆的
な利用をしている医療機関
があるのが分かります。そ
こでは患者搬送や在宅医療
サポートなど、非常に問題
意識を持った使い方をして
います。医業経営コンサル
ティングに関しては、これ
はサービスマークには入っ
ていません、医療法人が医
業経営コンサルタントを
使っていて、一番委託率が
高いのですが、本当に役に
立っているかどうかはまた
別問題で、医療法人の中に
は経営に迷って医業経営コ
ンサルタントに頼む確率が
数字上、高くなっていると
いうことです。

ちなみに、私がいる大
学院の医療マネジメント
コースでは、何人かの卒業
生は医療コンサルティン
グの会社に勤めているの
ですが、なかなか病院には
就職しません。医療経営の

資料 7

資料 8
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しますが、基本的には大きな変化は見られず、
横ばい傾向にあります。細かい所では伸びてい
たり、伸びていないものがあります。（資料9）

資料11は、11種類以上サービスを利用してい
る136の病院について、開設主体別と病床規模
別にみたものです。圧倒的に11種類以上のサー
ビスを使っているのは、国立と公立で、病床規
模でいうと、300 ～ 499床、500床以上、要する
に国・公立の人員規制が厳しいところにおいて、

属性別にみた委託率
今、伸び悩む医療事務、滅菌消毒、院内物品

管理の部分を、それぞれ開設主体と病床規模で
割ったのが資料9の表です。院内物品管理で伸
びているのは、200 ～ 299床ある国・公立病院
です。おそらく、物品管理が大規模から中規模
に降りてきているのだろうと思います。

では、どれくらいの病院がサービスを利用し
ているのでしょうか。平均では7.8種類で、ほと
んど変化はありません。前
回が8.0、今回が7.8、平成15
年でも7.9と、種類に関し
てはほとんど変化はあり
ません。

ただ、11種類以上の医療
関連サービスを使ってい
る病院がありますので、そ
こに注目して、幾つか分析
しました。ほか、委託の業
務量、業務範囲、委託額が
どうなっているかもお話

資料 9

資料 10
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医療関連サービスの中身と金額をみていくと
きに厄介なのは、検体検査などは全部外注して
いるところと一部外注しているところがあるこ
とです。病院である以上、緊急検査も必要にな
るため、全部任せるというのはあり得ません。
それで全面委託と一部委託という組み合わせに
なるのです。全面委託が多いのは患者給食など
です。検体検査は、やはり緊急検査があるので、
一部の委託をやらなければいけない。全部医療

経営の合理化という観点から、医療関連サービ
スが普及しているわけです。問題は、外注の人
たちを使う以上、それを超える技術が本社にな
ければいけないわけで、私は外注がすべていい
とは思っていません。特に国･公立病院は縦割
りで動くため、診療報酬の知識が蓄積されない
まま、揺れ動いてしまうということがあります。
やはり外注を使うときの注意点というのは、き
ちんと把握しておくべきだと思います。

（資料10, 11）

委託業務量・業務範囲と
委託額の増加見通し

委託業務量・業務範囲
と委託額のトレンドをみ
た場合、平均増加率と、平
均減少率の平均の数字が
あるため、平均増加率から
平均減少率を引き、全体が
プラスかマイナスか、増加
率が大きいか減少率が大
きいか、増加率が大きいと
ころをみたものが資料12
です。一番大きいのが医業
経営コンサルティング、そ
れから院内物品管理、医療
情報サービスとなってい
ます。これらはいずれも5
割を超えており、まだまだ
成長期の路線にあるとこ
ろがプラスになっていま
す。他方、マイナスの減少
率が大きいところは、在宅
医療、医療事務、医療廃棄
物。ある意味では動きがな
いという形ですが、在宅
医療のあたりは苦戦もあ
ります。また、金額ではコ
ンサルティングはプラス
65.0、在宅医療はマイナス
13.9と大きいのですが、残
りは何とかプラスになっ
ています。（資料12）

資料 11

資料 12
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先ほどお話しした、これからの委託業務量・
業務範囲については、増加傾向か、横ばい傾向
か、減少傾向か。3年前との比較で平均増加率と、
平均減少率が出ていますので、これの差を先ほ
どみたわけです。差が大きいのが、例えば院内
物品管理です。これは平均増加率が80.9%、減少
率が13.3%と差が非常に大きくなっています。
医業経営コンサルティングは増加率が107.4%、
減少率が34%、この差が先ほどお話したように

関連サービス業者に任せてしまうというもの
と、全面と一部を組み合わせながらやっている
ものと、様々な組み合わせがあるということで、
この辺が委託額を見る場合に厄介で、マーケッ
トを考えるときに注意が必要です。（資料13）

資料14は、平均が7.8種類で、11種類以上使っ
ているところが14.2％で、平成18年度と比べる
と減少はしているが、このあたりが中心だとい
うグラフです。（資料14）

資料 13

資料 14
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らかになるわけです。（資料16）

医療関連サービスの満足度
これは利用者側からみた、医療サービスの満

足度です。「満足」「まあ満足」「どちらとも言え
ない」「あまり満足していない」「不満」という5
段階で満足度を聞いている。真ん中の「まあ満
足」が一番多くて、「満足」のところは20％とい
う形となっています。

なるわけです。逆に、同じようなのが、例えば、
医療廃棄物で増加率が26.4%、減少率が24.6%に
なっています。（資料15）

次に、委託額の推移で増加率と減少率です。
委託額も院内物品管理やコンサルティングな
ど、医療廃棄物処理や医療事務でプラスとマイ
ナス、ほとんど同じになっています。その点に
おいては医療サービスも、職種の違いによって
伸び悩んでいるものと、頑張っているものが明

資料 15

資料 16
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を見つけ出すのは非常に難しい。
ですから私は、患者満足度調査を行うとき、

「問題がありますか」という、問題が浮かび上が
るような聞き方をしています。「私のどこが悪
い？」という聞き方だと、結果は全然違ってく
るのです。「どこが悪いですか」と聞くと、4割
くらいは問題点を答えて来ます。下手をすると、
7割くらいの問題が、引っ掛かってきます。これ
はなかなか面白いことです。（資料17, 18）

満足度が高いのが、医療廃棄物処理や在宅酸
素供給装置保守点検といった全面委託のもの。
もう任せるしかないというものが満足度が高く
なっており、これは当然の結果だと思います。
この後、スコア化してお見せしますが、全体的
に満足度はアップしていて、満足度が高いもの
がスコアも高いのは当然です。

一方、スコアが低いのが、患者給食や院内情
報コンピュータシステム、医療情報サービスな
ど。期待したはずなのに、
期待した効果が出ていな
いということから、これら
業務についての満足度が
低くなっています。

ただし、「満足」「まあ満
足」「どちらとも言えない」

「あまり満足していない」
「不満」の5段階で満足度の
調査を行うと、「あまり満
足していない」「不満」とい
う結果が、ほとんど挙がっ
て来ません。

そうすると、一番重要
なのは「どちらとも言えな
い」です。しかし、検体検
査の場合をみても「満足」
と「まあ満足」は22.4％と
57.7％で、合わせて80％ほ
どが満足しているグルー
プになってしまいます。そ
うすると、この調査を使っ
て、どこに問題があるかと
いうのをえぐり出すのは
非常に難しいことになり
ます。8割が満足している
というデータから問題点

資料 17

資料 18
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医薬品で、医療費の25％くらいを占めます。そ
の中に卸業者が物品管理や医薬品の管理を始
め、全部やってあげますと入ってくる。物品管
理を卸業者に任せるということは、かつてのデ
パートが、単に納入業者の置き場所になってし
まったのと同じ事態とまではいいませんが、似
たようなことになると思うのです。

要するに、自分たちで商品ラインの効率的な
提示と在庫管理ができなくなってしまったデ

医療関連サービスへの満足度をスコア化して
います。「満足」が2点、「やや満足」が1点、「ど
ちらとも言えない」が0点、「やや不満」が△1点、

「不満」が△2点、要するに、ワールドカップの
勝ち点と同じで、引き分けは1、勝ちは3の重み
付けをしています。5段階のスコア化をしてい
ますが、最もスコアが高いのは、医療廃棄物の
1.14です。そのほか、在宅酸素。先ほどお話した
ように、病院からすると専門的な医療関連サー
ビスとしては確立した分
野でのものです。低いもの
は、0.65とかでうろうろし
ているものもありますが、
成熟度や業態によって違
うということを理解して
いただければよいと思い
ます。（資料19）

サービス委託範囲の
拡大･縮小傾向

資料20は今後の医療サー
ビスの委託範囲について
です。
「あなたは、サービス医

療を継続する中で、全面委
託でもっと拡大をしてい
くか、現状のままか、どち
らですか。」という質問を
したときに、どのような回
答が返って来たかという
と、ほとんど現状のままと
いう回答が多く、唯一大き
いのが、院内物品管理と院
内情報コンピュータシス
テム、医療事務です。

院内物品管理は拡大意
向が強いわけですが、薬の
管理を含めて外注化して、
効率化を図ろうというと
ころもあります。医療関連
サービスには入っていま
せんが、医療サービスの中
でもっとも大きい産業は、

資料 19

資料 20
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などが大きく、業務運営の効率化・迅速化では、
院内物品管理です。要するに、自分たちにノウ
ハウがないものを外注化するということです。

設備投資の抑制・設備の縮小化については、
検体検査や消毒滅菌を外注化することによっ
て、医療関連サービスのメリットを享受しよう
と考えます。

サービス・業務の質向上でいうと、医療情報
サービスや在宅酸素供給装置保守点検などが挙

パートは朽ちるのが当然です。「自分の病院で
使う薬を、自分の病院で選んで、自分たちで使
うものを自分たちで管理できなくて、どうする」
と思います。医療業界は、カテーテルや医療材
料、医薬品など、少量多品種の物品があふれて
いる。そのために、管理をプロにという考え方
も分かりますが、それをもし全面委託で拡大す
るなら、委託する側も、きちんとした問題意識
を持って委託する必要があると思います。

（資料20）
今、挙げた拡大したい

という医療機関の開設主
体と、病床規模の内訳を
みたのが資料21の表です。
開設主体でいうと、当然、
病床規模が大きい医療法
人は数が大きい、特に情
報コンピュータシステム
関係は大きくなっていま
す。一方、国・公立は数が
少なくなっています。病床
規模別でいうと、それぞれ
違いはありますが、情報コ
ンピュータシステムでは、
200床以下の病院です。医
療事務では、公立、医療法
人の比較的大きな病院、物
品管理では、100床以上で、
規模や開設主体に大きな
違いはなく、いずれも助
けて欲しいという声なの
かなと私は思っています。

（資料21）
次に、医療関連サービス

委託のメリット・期待する
ものは何かをみていきま
す。幾つかの軸で挙げられ
ますが、例えば人員・人材
の不足の解消については、
医療事務や患者給食、院内
清掃、滅菌消毒、患者搬送

資料 21

資料 22
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がっています。また、今みたように、それぞれの
医療関連サービスの業種の特性に応じて、その
メリットのポイントも違うというのは当然です。

（資料22, 23）
では、最終的に医療関連サービスの契約を

するときに、何を重視するのでしょうか。それ
は圧倒的に、サービスの質と価格で、それから
ずっと小さくなって、長年の実績、スタッフの
人柄などが出てきます。質と価格は商売の基本
で当然なのです。医療の
サービスでは、長年の実績
がものをいうなど、参入障
壁大きさを感じることが
多いと思います。非常に壁
が高くて、その壁の中にど
うやって入っていくかが
難しい。それでも診療科ご
とのパフォーマンスの違
い、物事の考え方の違いを
感じます。そして、そのと
き、長年の付き合いの有無
が非常に大きな壁として
立ちはだかってくる。皆さ
んが苦労しているのも、お
そらくはそういうところ
だと思いますが、ここにあ
るサービスの質と価格は
商売としては当たり前の
ことです。むしろ、これか
ら継続契約していくとき
に、その下の長年の実績な
どがファクターとして利
いてくる。そういう意味で
は、単に質とか価格ではあ
りません。そのことが、人
の命に関わる医療サービ
スの難しさです。ある意味
で、一蓮托生の付き合いを
求められるというしんど
さがあると思っています。

（資料24）

資料 23

資料 24
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これから外部委託してみたい業務は何かとい
うと、設備・建物等のメンテナンスの業務で、
警備・営繕、送迎バスの業務などが高く出てい
ます。

外来患者の満足度に一番影響するのが、アク
セスです。要するに、駐車場や送迎バスの配置
です。アンケートでみると、待ち時間が一番ク
レーム率が高い。しかし、その病院の外来医療
に関する総合的な評価との相関をみると、待ち

時間は利いていません。むしろ、アクセスの駐
車場の整備、送迎サービスの完備などの方が高
く出ています。送迎バスというのは、現場では
重要な悩みどころです。そのほか、未収金回収
業務や人材派遣のあたりはなかなか難しいとい
えます。まだまだ医療関連サービスの取り組み
範囲の拡大は可能ですが、マーケットとしてそ
れが成立するかどうかは、次の議論です。

（資料25, 26）

資料 25

資料 26
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事業者サイドからみた収支状況と変化

医療関連サービスの収支状況
さて、今までが病院サイドに聞いたもので、

ここからは事業者の調査です。
最初にお話しておくと、黒字事業者が半数以

上いる事業エリアが検体検査や医療廃棄物処
理、医療事務などです。

赤字事業者が多いのが患者搬送や院内医療機
器保守点検などです。そう
いう意味では、先ほどのラ
イフサイクルでいうと、ま
だまだ将来の投資として
赤字でも続けていこうと
いう分野と、すでに飽和状
態の分野とで、当然ながら
違いがあります。

（資料27）
昨年度の収支状況をみ

ると、もっとも黒字の割合
が多いのが医療廃棄物処
理で62.5%です。一方、黒
字がもっとも少ないのが、
患者搬送の21.9%です。院
内医療機器の保守点検が
まだ2割台で、まだ苦労し
ているというところです。

（資料28）

資料 27

資料 28
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平成18年度と21年度を比べて10ポイ
ント以上黒字が増えた業種の数字です。
先ほど患者搬送はもっとも低いと申し
ましたが、平成18年度は4.8%だったこ
とを考えると、かなり伸びたといえま
す。医療事務も35％から61.5％と伸びま
した。このあたりはまさに開発途上の
状態にあるサービスだと思っています。
医療事務も、医師の業務補助や医事請
求以外の医師業務の支援に関して点数
がつくられているため、医療事務の人
たちにとっては追い風です。医師の業
務を手伝う事務職については診療報酬
で加算されるという時代ですから、医
療マネジメントのサービスをどう特定
化し、マーケットをつくるかが重要だ
と感じています。（資料29）

医療情報サービス、院内物品管理に
ついては資料31にあるグラフの通りで
す。赤字は少ないですが、在宅医療な
どは3年前と比べると黒字になるとこ
ろが増えてきているというところで
す。（資料30, 31）

次に、これから事業所として自分た
ちのサービスは拡大する市場か、現状
維持かについて事業者に聞きました。
すると、当然ながら、先ほどライフサ
イクルの上の方にいた検体検査などは
もはや拡大の予定はなく、現状維持が
ようやくです。むしろ下の方にいた滅
菌消毒が拡大予定があり、先ほどの在
宅医療はさらに拡大する市場を考えて
います。また、医療事務なども拡大傾
向にあります。寝具類の洗濯は市場が
飽和状態で現状維持が精一杯という市
場になっています。（資料32）

資料 31

資料 29

資料 30
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サービスマークを使っているところもありま
す。それを考えると、サービスマークの有無が
どの程度、委託決定契約に影響するか分からな
い。サービスマークがないと仕事がとれないと
いうと参入規制ですから、社会的にはできませ
ん。ただ、ここにみるように2割程度は非常に重
視されているということです。このあたりは、
さらに長期的に見ていくものだと思います。

（資料34）

医療関連サービスマーク制度の認知状況
そうした中で、医療関連サービスの質を担保

するために実施されているのが、医療関連サー
ビスマーク制度です。それを病院に聞くと、医
療関連サービスのマーク制度を知っていたと回
答したのは約7割。特に検体検査など高いもの
があるが、患者搬送などはまだ知られていない
部分もあります。全体としてみると、このサー
ビスのマーク制度の認知度は高まっています
が、業種ごとに大きな差が
あるようです。（資料33）

では、委託契約をすると
き、サービスマークの有無
はどの程度考慮されてい
るか。「非常に重視する」

「判断の一材料とする」「考
慮しない」「無回答」と分け
ると、資料34のような結果
になりました。2割前後が

「非常に考慮する」が、6割
は「判断材料の一部に過ぎ
ない」と。これをどのよう
に解釈するかです。

サービスマーク制度は
このようなものだと考え
るか、もっと重視して欲し
いと考えるか。補足する
と、サービスマークをとら
なくても、商売をしている
医療関連サービス事業者
はたくさんあります。しか
も、同じ企業でも事業所ご
とにサービスマークを取
得するため、この事業所は
とっても、こちらはとらな
いといった、営業戦略的に

資料 32

資料 33
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にはぜひがんばってほしいと思っていますが、
医療関連サービスの参入というのは、非常に難
しく、見えない壁はたくさんあります。また、
医療関連サービスの活用をみると、病床規模と
の関係が強く、国・公立などの大病院において
進んでいます。

問題は、外注するからよいと思うのではなく、
委託するほうがきちんと管理できる体制はつ
くっておかねばなりません。3つめに示したよ

今後、医療関連サービスマークに
加えるべき業種

今後、医療関連サービスマークに加えるべき
業種として、病院がもっとも期待しているのが、
医療廃棄物の処理です。次いで、医療事務、院
内物品管理となります。（資料35）

他方、医療廃棄物処理は事業者からも、医療
廃棄物処理はサービスマーク制度に入れて欲し
いという声が挙がっています。その他、患者給
食宅配や院内物品管理、医
療系コンサルティングと
いった形で、サービスマー
ク制度に要望が挙がって
います。

病院も事業者も、医療廃
棄物処理に対して非常に
ニーズが高いわけですが、
冒頭にもあったように、委
託率も非常に高い業種で
す。それがまだサービス
マーク制度に入っていま
せん。そのあたりをどう取
り扱っていくかが、これか
らの議題となるでしょう。
医療関連サービスといい
つつ、院内清掃は、あまり
専門性はない。対して、医
療廃棄物処理は専門性が
高すぎて、医療関連サービ
スというカテゴリーに納
められないのかもしれな
い。在宅医療が普及すれば
するほど、廃棄物が問題と
なるわけですが、そのあた
りの取り組みをどうする
かは、今後重要な問題だと
思います。（資料36）

最後になりましたが、平
成21年度の調査結果をま
とめると、まさに成熟期に
あるもの、成長期にあるも
の、導入期にあるものと、
様々です。導入期の人たち

資料 34

資料 35
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して、いかに新しいサービスと資源の交換をつ
くっていくかが課題だと思う。

すべて保険に依存するのはそれなりに規制が
かかるため、やはり医療関連サービスに関して
は、アクティブな市場をつくっていただきたい
というのが私からの願いです。ご静聴ありがと
うございました。

うに、医療関連サービスの事業者で黒字になっ
ているのはまだ約6割で、業種ごとにもバラツ
キがあります。たくさんの人たちがビジネス
チャンスを求めて寄ってきますが、やはりこの
分野はそう簡単に企業化できません。まだ潜在
的な市場は大きいとはいえ、努力を続ける必要
があると思っています。

最後に、サービスマークの認知、活用は必ずし
も盤石ではありませんが、このマーク制度自体を
社会的に強めるのかどうか
について、考えていく必要
があると思っています。

（資料37）

最後に

今、効率的な医療費の支
出が問われています。そし
て、その片方で「もっとよい
サービスをせよ」という声
も強く、とても市場をつく
りにくいと思っています。

これまでは、患者も医療
提供者もすべて医療保険
の中で経済的なサービス
の交換を行ってきたわけ
です。それが、保険に頼ら
ないサービスをどう社会
に定着させるか が重要で
す。おそらく医療関連サー
ビスというのは、治療の根
幹には触れずに、生活やア
メニティ、介護など、医療
に直結しない部分でどう
関わっていくかが、今後の
課題だと思います。

患 者 給 食 と い う の は、
入院患者の満足度調査で
もっともクレームが多い
分野ですが、入院患者の最
終的な満足度には、効い
ていません。だからこそ、
医療に関連する部分に関

資料 36

資料 37


